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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成28年６月27日に提出いたしました当社の第46期（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）の有価証券報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第４　提出会社の状況

６　コーポレート・ガバナンスの状況等

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は下線を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

第４【提出会社の状況】

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

③　社外取締役及び社外監査役

（会社との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係）

　　（訂正前）

　社外取締役 川口順子は、当社の取引先及び寄付先である明治大学の特任教授でありますが、当該取引及び寄

付はその規模、性質に照らして、当社の意思決定に著しい影響を及ぼすものではありません。

＜後略＞

 

　　（訂正後）

　社外取締役 川口順子は、当社の寄付先である明治大学の特任教授でありますが、当該寄付はその規模、性質

に照らして、当社の意思決定に著しい影響を及ぼすものではありません。

＜後略＞

 

以上
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